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議案第２５号 
 

令和７年度玉東町一般会計予算 
 

 令和７年度玉東町一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
（ 歳入歳出予算 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，７９７，０１３千円と定める。 
 
２   歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 
 
（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表
債務負担行為」による。 

 
（ 地方債 ） 

第３条  地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率
及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 
（ 一時借入金 ） 

第４条  地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は１００，０００千円と定める。 
 
（ 歳出予算の流用 ） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合
は、次のとおりと定める。 

 
（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経

費の各項の間の流用。 
 
 

令和７年３月５日  提  出 
 
                                                                    玉 東 町 長    前 田 移 津 行 
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第 ２ 表    債 務 負 担 行 為 

 

事     項 期     間 限   度   額 

図書管理システム一式 令和７年度～令和１２年度 １，１２２千円 

 

 

 

 



 

 

第 ３ 表    地     方     債 

 

起債の目的 限  度  額 起債の方法 利  率 償   還   の   方   法 

公共施設等適正管理推進事業債 

（長寿命化事業） 

千円 

 

 

80,000 

 

 

 

証書借入 

5.0％以内（ただし、利率

見直し方式で借り入れる

政府資金及び地方公共団

体金融機構資金について、

利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後

の利率） 

 政府資金については、その融資条

件により、銀行その他の場合には

その債権者と協定するものによ

る。ただし、町財政の都合により据

置期間及び償還期限を短縮し、又

は繰上償還もしくは低利に借換え

することができる。 

一般補助施設整備等事業債 12,600 〃 〃 〃 

公共事業等債 101,400 〃 〃 〃 

カントリーパーク整備事業 20,000 〃 〃 〃 

緊急自然災害防止対策事業債 20,000 〃 〃 〃 

緊急防災・減災事業 43,900 〃 〃 〃 

計 277,900 〃 〃 〃 
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報  酬 給  料 期末手当 調整手当 計

長  等 2 0 14,892 4,925 0 19,817 911 20,728

議  員 10 29,556 0 9,772 0 39,328 7,898 47,226

その他の
特 別 職

527 23,303 0 0 0 23,303 0 23,303

計 539 52,859 14,892 14,697 0 82,448 8,809 91,257

長  等 2 0 14,892 4,854 0 19,746 1,439 21,185

議  員 10 29,556 0 9,631 0 39,187 8,589 47,776

その他の
特 別 職

435 20,695 0 0 0 20,695 0 20,695

計 447 50,251 14,892 14,485 0 79,628 10,028 89,656

長  等 0 0 0 71 0 71 △ 528 △ 457

議  員 0 0 0 141 0 141 △ 691 △ 550

その他の
特 別 職

92 2,608 0 0 0 2,608 0 2,608

計 92 2,608 0 212 0 2,820 △ 1,219 1,601

１．特   別   職

区  分

（単位：千円）

       給   与   明   細   書

職員数
（人）

共 済 費 合  計

－91－

備  考
給       与       費

本年度

前年度

比較



２．常勤職員・会計年度任用職員

（1）総括

1,545

4,610

0

43,140

児童手当

宿日直手当

時間外勤務手当

0

4,528

1,303

12,504

1,303

606,300

649,440

合  計 備  考

△ 378

518,737

541,040

共 済 費

20,837

本年度

報  酬

104,362

87,563

108,400

区 分
給     与     費

計

173,836

187,387

96,842前年度

1,232 13,551

職員数(人）

129

△ 7

職員手当

248,059

給  料

136

7,520

0

30

職員
手当
の内
訳 4,761

380

5,880
8,106

8,448

勤勉手当

4,169

前年度

5,159

398

2,196 30

比　較

77,501

73,332

3,591 △ 342
0

40

特殊勤務手当
管理職特別勤務手当

13,551

187,387
17,032

扶養手当 通勤手当

60,054

期末手当

63,645

380
173,836

（単位：千円）

2,574
5,840

6,155

－92－

（単位：千円）

合  計住居手当
管理職手当

本年度

22,303

249,291

比  較

区 分



　ア）　常勤職員

　イ）　会計年度任用職員

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分 職員数(人）
給     与     費

共 済 費 合  計 備  考
報  酬 給  料 職員手当 計

本年度 66 0 249,291 146,941 396,232

前年度 64 0 248,059 137,563 385,622

10,610 3,983 14,593

84,693 480,925

80,710

2,045 1,751 △ 342

466,332

比  較 2 0 1,232 9,378

住居手当 特殊勤務手当
管理職特別勤務手当

職員
手当
の内
訳

区 分 期末手当 勤勉手当 扶養手当 通勤手当

比　較

時間外勤務手当 児童手当

宿日直手当

17,032 6,155

1,303
本年度 56,741 46,189 8,106 2,929 2,196

1,303

380
前年度 54,696 44,438 8,448 2,990 2,574

△ 61 △ 378

（単位：千円）

区 分 職員数(人）
給     与     費

共 済 費 合  計 備  考
報  酬 給  料 職員手当 計

本年度 63 104,362 0 40,446 144,808 23,707 168,515

前年度 72 96,842 0 36,273 133,115 6,853 139,968

比  較 △ 9 7,520 0 4,173 11,693 16,854 28,547

職員
手当
の内
訳

区 分 期末手当 通勤手当 時間外手当

40,446本年度 20,760

4,173比　較 2,124 459 △ 250

36,273前年度 18,636 1,771 250

1,840

2,230 0

合  計勤勉手当

17,456

15,616

1,545

0

合  計
管理職手当

30
380

146,941
5,880

12,254 4,610

0

－93－

30 137,563
5,840

0
0

9,378
40

4,778



（2）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増 減 額（千円） 備    考

給与改定に伴う増加分 540
普通昇給に伴う増加分 2,028

昇格による増分

採用者 10,939
退職者 △ 5,987
会計間の異動

その他

給与改定に伴う増加分 409
普通昇給に伴う増加分 342

昇格による増分 314
採用者 15,078
退職者 △ 12,125
会計間の異動 △ 1,178
その他（再任用への変更） △ 1,608

説      明

その他の増減分

その他の増減分

4,952

481

賞与(期末・勤勉手当）の支給月数改定に伴う増
採用に伴う各種手当の増
婚姻、出生に伴う扶養手当・児童手当の増

13,551職員手当

－94－

その他の増減分 13,551

給料

報酬

1,232

増減事由別内訳（千円）

7,520



（3）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ）　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒 ―

国　の　制　度

213,600

188,000

一般行政職(円)

―

技能労務職(円)区　分

平均給料月額（円）

一般行政職(円)

188,000 211,000 211,000

技能労務職（円)

327,794

301,945

40.8

338,891

－95－

平 均 年 齢（歳)

令和６年４月１日現在 平均給与月額（円）

213,600

41.3

区　　　　分

平均給料月額（円）

平 均 年 齢（歳)

令和７年４月１日現在

316,327

平均給与月額（円）

※会計年度任用職員を除く。
※職員１人当たりの平均給与月額は、期末勤勉手当及び退職手当を除いて算定。

一 　般　 職

―

―

―

―

―

―

技 能 労 務 職



　ウ）　級別職員数

1 1.5

12 18.2 ― ―

20 30.3 ― ―

14 21.2 ― ―

8 12.1 ― ―

11 16.7 ― ―

66 100.0 0 0.0

1 1.8

14 24.1 ― ―

16 24.1 ― ―

13 22.4 ― ―

9 13.8 ― ―

11 13.8 ― ―

64 100.0 0 0.0

※会計年度任用職員を除く。

構成比（％）職員数(人）構成比（％）
区    分

級 級

３　級

２　級

１　級１　級

６　級

５　級

３　級

４　級

２　級

令和６年４月１日現在

２　級

１　級

２　級

１　級

計

５　級

計

４　級

４　級

３　級

５　級

４　級

計

－96－

一　　般　　職 技  能  労  務  職

令和７年４月１日現在

職員数(人）

計

３　級

６　級

５　級



（等級別の基準となる職務）

※会計年度任用職員を除く。

39 0

10 10 0

43

11

43 0

11 0

８号給　（人）

号給数別内訳

　昇給に係る職員数　（Ｂ）　　 　　（人）

号給数別内訳

２号給　（人）

４号給　（人）

６号給　（人）

８号給　（人）

２号給　（人）

0

0

0

１　級

主事及び技師の職
務

３　級 ２　級

1

0

0

主査の職務

　エ）　昇給

６　級

特に高度な知識経
験を必要とする業
務を行う主事・技
師の職務

４　級

課長補佐及び主幹
の職務

区　分 ５　級

課長、局長及び審
議員の職務（６級
に掲げる職務を除
く）

総務課長・総務課
長経験者及び長が
規則で定めた者一 般 行 政 職

　昇給に係る職員数　（Ｂ）　　 　　（人）

前年度

　職員数　（Ａ）　　　　　　　　 　（人） 58

5

54

84.8%　比　率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　　 （％）

39

６号給　（人）

４号給　（人）

区分 合　　計
代表的な職種

0

技能労務職一　般　職

本年度

56

93.1%

5

　職員数　（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

1

66 66

56

1

1

84.8%

54

0

00

0.0%　比　率　（Ｂ）／（Ａ）　　　　　 （％）

－97－

93.1%

0.0%

0

58



制度上の段階職務の
級等による加算措置

備考

有

定年前早期退職特
例処置2％－45％

同上

区　　分

本　年　度

国 の 制 度

前　年　度

有

６月（月分)

2.300

2.250

2.300

有

※会計年度任用職員を除く。

－98－

その他の
加算措置等

退職時
特別昇給

備　　考

無

無

　オ）　期末手当、勤勉手当

2.250

2.300

１２月（月分）

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計（月分）

4.600

4.500

47.709

47.709

最高限度
（月分）

２０年勤続の者
（月分）

33.27075

2.300 4.600

33.27075

２５年勤続の者
（月分）

47.709

　カ）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

47.709

３５年勤続の者
（月分）

国 の 制 度
（支給率等）

支 給 率 等

区　分

24.586875

24.586875



  キ）  特殊勤務手当

一   般   職 技能労務職

0.012 ―

※会計年度任用職員を除く。

区     分

扶養手当

住居手当

通勤手当

※会計年度任用職員を除く。

税務手当

同

同

同

―

  ク）  その他の手当

国の制度との異同

6.0616.061
支給対象職員の比率（％）

（令和７年４月１日現在）

差  異  の  内  容

代表的な特殊勤務手当の名称

区       分
代  表  的  な  職  種

給料総額に対する比率（％） 0.012

全   職   種

－99－



国・県支出金 地方債 その他

千円 平成 19 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

66,000 令和 6 年度 59,400 令和 8 年度 6,600 1,080 4,200 1,320

千円 平成 20 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

62,400 令和 6 年度 53,040 令和 9 年度 9,360 1,377 6,300 1,683

千円 平成 21 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

60,000 令和 6 年度 48,000 令和 10 年度 12,000 1,620 8,400 1,980

千円 平成 22 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

66,000 令和 6 年度 49,500 令和 11 年度 16,500 2,532 10,872 3,096

千円 平成 24 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

66,000 令和 6 年度 42,900 令和 13 年度 23,100 3,545 15,221 4,334

千円 令和 4 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

198 令和 6 年度 119 令和 8 年度 79 79

千円 令和 2 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

893,738 令和 6 年度 651,046 令和 34 年度 242,692 242,692

千円 令和 2 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

322 令和 6 年度 280 令和 9 年度 42 30 12

千円 令和 2 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

184 令和 6 年度 122 令和 14 年度 62 31 31

千円 令和 3 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

2,700 令和 6 年度 2,160 令和 7 年度 540 540

千円 令和 4 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

4,327 令和 6 年度 1,951 令和 8 年度 2,376 866 1,510

千円 令和 4 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

1,340 令和 6 年度 539 令和 9 年度 801 801

千円 令和 4 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

1,254 令和 6 年度 753 令和 8 年度 501 501

千円 令和 5 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

23,701 令和 6 年度 8,295 令和 10 年度 15,406 15,406

千円 令和 5 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

9,517 令和 6 年度 2,412 令和 11 年度 7,105 5,920 1,185

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,257,681 920,517 337,164 17,001 287,685 32,478

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

期間

玉東町地域活性化住宅の賃借料
（第５期）

玉東町地域活性化住宅の賃借料
（第３期）

事項

玉東町地域活性化住宅の賃借料
（第１期）

当該年度以降の支出予定額

新型コロナウイルス緊急支援資金
保証料助成（農業者）

子育て世代包括支援システムリース

玉東町地域活性化住宅の賃借料
（第４期）

役場AEDリース

基幹系サーバリース

健康管理システム使用権許諾料

一般財源
特定財源

期間

玉東町地域活性化住宅の賃借料
（第２期）

金額 金額
限度額

前年度末までの支払見込額 左の財源内訳

土木積算システムリース

木葉駅前PFI住宅事業

小計

中央公民館複合機リース

新型コロナウイルス緊急支援資金
利子補給（農業者）

土地情報システム窓口端末リース
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国・県支出金 地方債 その他

千円 令和 5 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

1,545 令和 6 年度 618 令和 9 年度 927 927

千円 令和 5 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

284 令和 6 年度 104 令和 10 年度 180 180

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

10,430 令和 6 年度 1,561 令和 8 年度 8,869 8,869

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

2,139 令和 6 年度 267 令和 10 年度 1,872 1,872

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

2,535 令和 6 年度 317 令和 10 年度 2,218 2,218

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

22,430 令和 6 年度 2,804 令和 10 年度 19,626 19,626

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

3,201 令和 6 年度 160 令和 11 年度 3,041 3,041

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

1,320 令和 6 年度 76 令和 11 年度 1,244 1,244

千円 令和 6 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

10,704 令和 6 年度 634 令和 11 年度 10,070 10,070

千円 令和 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

119,680 令和 年度 令和 11 年度 119,680 119,680

千円 令和 年度 千円 令和 7 年度 千円 千円 千円 千円 千円

1,122 令和 年度 令和 12 年度 1,122 1,122

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

175,390 6,541 168,849 180 168,669

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,433,071 927,058 506,013 17,001 287,865 201,147

前年度末までの支払見込額

金額
事項

左の財源内訳

期間
限度額

AEDリース（小中学校・中央公民館）

学校給食共同調理場調理運搬等業
務委託

小計

一般財源
特定財源

小中学校複合機リース

金額

地籍情報システム機器リース

当該年度以降の支出予定額

地籍情報システム使用料

地籍情報システム保守業務

期間

令和9年度固定資産評価替えにむ
けての土地評価業務委託

アベニール木葉AEDリース

合計
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図書管理システム一式

土木CADシステムリース

農地現地調査システムリース



 （ 単位  千円 ）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現在高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

１  普通債 1,748,795 2,062,895 277,900 130,793 2,210,002

    ①  総務 28,930 22,166 0 18,184 3,982

    ②  農林水産 0 0 0 0 0

    ③  土木 706,158 780,671 141,400 49,789 872,282

    ④  公営住宅 297,400 297,400 0 0 297,400

    ⑤  消防 286,365 387,478 43,900 20,374 411,004

    ⑥  衛生 0 0 0

    ⑦  教育 429,942 575,180 92,600 42,446 625,334

    ⑧  公園 0 0 0

２  災害復旧費 24,467 22,001 0 2,378 19,623

    ①  土木 16,575 15,101 0 1,476 13,625

    ②  教育 7,708 6,808 0 902 5,906

    ③  その他 184 92 0 0 92

３  その他 974,164 857,708 0 106,841 750,867

    ①  転貸債 0 0 0 0

    ②  歳入欠かん等債 76,311 67,539 0 8,788 58,751

    ③  県貸付金 0 0 0 0

    ④  減税補てん債 3,105 2,923 0 182 2,741

    ⑤  臨時税収補てん債 0 0 0 0

    ⑥  臨時財政対策債 894,748 787,246 0 97,871 689,375

合         計 2,747,426 2,942,604 277,900 240,012 2,980,492

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度における現在高の見込に関する調書

区            分
当該年度中増減見込

－102－



（歳入）

　　・市町村交付金（社会保障財源化分） 66,400千円

（歳出）

　　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 129,822千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国（県）支出金 町　　債 そ　の　他

引上げ分の地方
消費税（社会保
障財源化分の市
町村交付金）

そ　の　他

社会福祉 後期高齢者医療費 129,822 23,316 66,400 40,106
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市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事　　業　　名 事　業　費

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源


